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所管府省 法人名 種類 俸給月額（円）
法人の長の
報酬の水準

館長 994,000 C

理事 784,000
理事長 994,000 C

650,600 又は
728,000

監事 650,600
理事長 944,000 C

理事 781,000
理事長 948,000 C

理事 788,000
理事長 17,600,000（年額) A

理事 828,000
監事 710,000
理事長 1,211,000 以内 B

理事 843,000 以内
監事 784,000 以内
理事長 994,000 以内 C

理事 784,000 以内
監事 784,000 以内
理事長 848,000 以内 D

理事 745,000 以内
理事長 1,141,000 B

副理事長 980,000
理事 848,000
監事 766,000
理事長 1,088,000 B

理事 887,000
理事長 840,000 以下 D

理事 701,000 以下
理事長 1,066,000 以下 B

理事 922,000 以下
監事 784,000 以下
理事長 1,066,000 以下 B

理事 922,000 以下
監事 784,000 以下
理事長 944,000 C

868,000 又は
781,000

監事 706,000
理事長 944,000 C

理事 781,000
監事 706,000

文部科学省 理事長 922,000 C

理事 784,000
理事長 922,000 C

理事 784,000
監事 728,000
理事長 922,000 以上 C

728,000 以上
843,000 以内
654,000 以上
784,000 以内

理事長 843,000 D

理事 728,000
所長 922,000 C

理事 784,000
館長 994,000 C

理事 784,000

独立行政法人の常勤役員の報酬（104法人）

（平成18年10月１日現在）

外務省

総務省

大学入試センター

国立国語研究所

財務省

造幣局

国立印刷局

国立女性教育会館

酒類総合研究所

内閣府

沖縄科学技術研究基盤整備機構

国立科学博物館

情報通信研究機構

国立公文書館

平和祈念事業特別基金

北方領土問題対策協会

国民生活センター

国際協力機構

国際交流基金

統計センター

理事

理事
国立青少年教育振興機構

監事

駐留軍等労働者労務管理機構 理事

国立特殊教育総合研究所

通関情報処理センター

日本万国博覧会記念機構



所管府省 法人名 種類 俸給月額（円）
法人の長の
報酬の水準

文部科学省 理事長 994,000 以上 C

843,000 以上
994,000 以下

監事 843,000 以下
理事長 922,000 以上 C

728,000 以上
922,000 以内

監事 728,000
理事長 994,000 以上 C

843,000 以上
994,000 以下

監事 843,000 以下
理事長 994,000 C

922,000 から
994,000 の間

理事長 994,000 C

理事 922,000
理事長 922,000 C

843,000 から
922,000 の間

理事長 843,000 以上 D

728,000 以上
784,000 以内

監事 728,000
理事長 1,016,000 C

理事 828,000
監事 710,000
理事長 948,000 C

理事 784,000
監事 709,000
理事長 1,016,000 C

理事 828,000
監事 710,000
理事長 1,141,000 B

副理事長 980,000
理事 848,000
監事 766,000
理事長 948,000 C

理事 784,000
監事 709,000
理事長 948,000 C

理事 784,000
監事 709,000
理事長 930,000 C

理事 828,000
監事 709,000
理事長 1,016,000 C

理事 828,000
監事 710,000
理事長 994,000 C

728,000 以上
922,000 以内
728,000 以上
843,000 以内

機構長 922,000 以上 C

728,000 以上
922,000 以内

理事長 922,000 以上 C

728,000 以上
922,000 以内
654,000 以上
843,000 以内

科学技術振興機構

日本学術振興会

理化学研究所

宇宙航空研究開発機構

日本芸術文化振興会

理事

放射線医学総合研究所

物質・材料研究機構

日本学生支援機構

海洋研究開発機構

日本スポーツ振興センター

大学評価・学位授与機構

国立高等専門学校機構

防災科学技術研究所

教員研修センター

理事

理事

理事

文化財研究所

国立美術館

国立大学財務・経営センター

理事

理事

国立博物館

監事

理事

監事

理事

理事



所管府省 法人名 種類 俸給月額（円）
法人の長の
報酬の水準

文部科学省 理事長 922,000 以上 C

728,000 以上
922,000 以内
728,000 以上
843,000 以内

理事長 1,141,000 B

副理事長 980,000
理事 848,000
監事 766,000
理事長 922,000 以内 C

理事 843,000 以内
監事 843,000 以内
理事長 922,000 以内 C

理事 843,000 以内
監事 843,000 以内
理事長 944,000 C

理事長代理 868,000
理事 781,000
監事 706,000
理事長 944,000 C

理事長代理 868,000
理事 780,000
監事 706,000
理事長 979,000 C

892,000
833,000

監事 730,000
理事長 818,000 D

理事 718,000
監事 670,000
理事長 918,000 C

理事 759,000
監事 687,000
理事長 1,037,000 B

理事 846,000
監事 725,000
理事長 1,037,000 B

理事 846,000
監事 725,000
理事長 1,211,000 B

994,000　又は
1,066,000

843,000　又は
922,000

728,000 又は
784,000

理事長 911,000 C

理事 800,000
監事 748,000

医薬基盤研究所 理事長 988,000 C

年金・健康保険福祉施設整理機構 理事長 1,272,000 A

理事長 1,088,000 B

理事 887,000
監事 750,000

農林水産省 理事長 728,000 D

理事 592,000
監事 533,000
理事長 821,000 D

606,000
691,000

厚生労働省

労働政策研究・研修機構

理事福祉医療機構

国立健康・栄養研究所

労働安全衛生総合研究所

高齢・障害者雇用支援機構

国立重度知的障害者総合施設のぞみの園

年金積立金管理運用

種苗管理センター

雇用・能力開発機構

農林水産消費技術センター

医薬品医療機器総合機構

労働者健康福祉機構

日本原子力研究開発機構

国立病院機構

勤労者退職金共済機構

メディア教育開発センター

理事

理事

監事

監事

理事

副理事長



所管府省 法人名 種類 俸給月額（円）
法人の長の
報酬の水準

農林水産省 理事長 955,000 C

779,000
673,000

監事 593,000
理事長 718,000 E

理事 620,000
理事長 696,000 E

理事 571,000
理事長 843,000 D

理事 728,000
理事長 922,000 C

理事 784,000
理事長 994,000 C

副理事長 922,000
784,000 又は

843,000
533,000 以上
728,000 以下

理事長 922,000 C

理事 784,000
監事 592,000
理事長 843,000 D

理事 728,000
監事 592,000
理事長 843,000 D

理事 728,000
監事 592,000
理事長 922,000 C

理事 784,000
理事長 843,000 D

理事 784,000 以下
監事 655,000 以下
理事長 1,058,000 B

副理事長 968,000
総括理事 916,000
理事 863,000
監事 739,000
理事長 942,000 C

理事 779,000
監事 705,000
理事長 1,011,000 以下 C

926,000 以下
824,000 以上
824,000 以下
706,000 以上

監事 706,000 以下
理事長 1,015,000 C

理事 827,000
監事 709,000

経済産業省 経済産業研究所 理事長 1,169,000 B

理事長 922,000 C

理事 728,000
監事 592,000
理事長 1,128,600 B

964,000
893,800

監事 705,200
理事長 1,210,000 B

副理事長 969,000
理事 891,000
監事 685,000

農薬検査所

森林総合研究所

農畜産業振興機構

副理事長

日本貿易保険

産業技術総合研究所

国際農林水産業研究センター

農業環境技術研究所

農業生物資源研究所

農業・食品産業技術総合研究機構

肥飼料検査所

材木育種センター

緑資源機構

農業者年金基金

農林漁業信用基金

家畜改良センター

工業所有権情報・研修館

水産大学校

水産総合研究センター

理事

監事

理事

理事

理事



所管府省 法人名 種類 俸給月額（円）
法人の長の
報酬の水準

経済産業省 理事長 922,000 C

理事 728,000
理事長 1,074,000 B

副理事長 983,000
理事 875,000
監事 751,000
理事長 1,130,000 B

副理事長 971,000
理事 839,000
監事 759,000
理事長 1,063,000 B

967,000
919,000

監事 823,000
理事長 948,000 C

872,000
784,000

監事 709,000
理事長 1,141,000 B

副理事長 980,000
理事 848,000
監事 766,000
理事長 1,167,000 B

副理事長 1,003,000
理事 867,000
監事 806,000
理事長 994,000 C

理事長代理 843,000
理事 784,000
監事 728,000
理事長 843,000 D

理事 784,000
監事 728,000
理事長 922,000 C

理事 784,000
監事 728,000
理事長 950,000 C

理事 797,000
監事 725,000
理事長 922,000 C

理事 784,000
監事 728,000
理事長 922,000 C

理事 784,000
監事 728,000
理事長 994,000 C

理事 784,000
監事 693,000
理事長 922,000 C

理事 728,000
監事 655,000
理事長 922,000 C

監事 592,000
理事長 994,000 C

843,000 から
784,000 の間

監事 728,000
理事長 1,141,000 B

副理事長 1,016,000
理事長代理 979,000
理事 847,000
監事 766,000

国土交通省

自動車検査

航空大学校

新エネルギー・産業技術総合開発機構

土木研究所

電子航法研究所

製品評価技術基盤機構

情報処理推進機構

日本貿易振興機構

原子力安全基盤機構

石油天然ガス・金属鉱物資源機構

中小企業基盤整備機構

建築研究所

交通安全環境研究所

航海訓練所

海上技術安全研究所

港湾空港技術研究所

鉄道建設・運輸施設整備支援機構

海技教育機構

理事

理事

理事



所管府省 法人名 種類 俸給月額（円）
法人の長の
報酬の水準

国土交通省 理事長 1,015,000 C

理事 829,000
監事 742,000
理事長 1,141,000 B

副理事長 979,000
理事 847,000
監事 766,000
理事長 939,000 C

理事 776,000
監事 702,000
理事長 949,000 C

理事長代理 872,000
理事 785,000
監事 710,000
理事長 847,000 D

理事 744,000
監事 694,000
理事長 1,141,000 B

副理事長 979,000
理事長代理 935,000
理事 847,000
監事 766,000
理事長 694,000 E

理事 567,000
理事長 1,141,000 B

理事長代理 935,000
理事 847,000
監事 766,000
理事長 922,000 C

理事 843,000
理事長 1,016,000 C

理事 828,000
監事 709,000

　　　 ２　法人の長の報酬の水準の区分は以下のとおりである。

　　　 ５  奄美群島振興開発基金及び住宅金融支援機構の主務省は国土交通省及び財務省であるが、便宜上、
　　　　　国土交通省の欄に記載している。

都市再生機構

　　　 ４　農林漁業信用基金の主務省は農林水産省及び財務省であるが、便宜上、農林水産省の欄に記載して
　　　　　いる。

　　　　　 Ａ：府省の事務次官級超（約121万円超）、Ｂ：府省の事務次官～外局の長級（約121万円～約107万円）、
　　　　　 Ｃ：府省の局長級（約99万円～約92万円）、Ｄ：府省の局次長、審議官、外局の次長級（約84万円～
           約73万円）、Ｅ：その他
　　　 ３　比較に当たっては、産業技術総合研究所（経済産業省所管）では、他の法人と異なり、役員給与規程に
          おいて、国家公務員における調整手当に相当する手当を支給する規定がない点を考慮する必要がある。

（注） １　各法人の役員報酬規程に基づき作成した。

環境省

奄美群島振興開発基金

環境再生保全機構

国立環境研究所

日本高速道路保有・債務返済機構

海上災害防止センター

空港周辺整備機構

自動車事故対策機構

国際観光振興機構

水資源機構


